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図表 3-1 ビルメンテナンス業の業務体系 
 
出典：公益社団法人全国ビルメンテナンス協会 
URL：http://www.j-bma.or.jp/wp-content/uploads/bmtaikei.pdf（参照日 2018年 12月 31日） 
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は、地方公共団体が PRE戦略を進める上で、VFM(Value For Money) や LCC(Life Cycle Cost)な
どの考え方を活用し、より大きな価値を生み出すオプションを選定することとも示されており、行政
職員が維持管理業務にあたる際の考え方にも大きな示唆を与えている。 


































































































・ 独立系  清掃会社が起点。設備管理、警備と複合化 
・ 大手企業系  自社保有施設の管理が主体 
・ 不動産・生保系 賃貸ビルが対象 
・ 建設会社系  自社施工物件の保守が主体 
・ 商業施設系  大型小売店舗が起点 
・ 住宅系  マンション管理が主体 
・ 外資系  不動産サービスが主体 
・ 警備保安サービス系 
















図表 3-4 ビルメンテナンス業における事業場数と従業員者数の推移 
年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 
事業場数 21,590 21,784 21,812 22,099 22,294 22,636 22,931 
従業員数 
(人) 




49.0 47.9 47.6 48.2 48.3 48.6 48.8 
出典：公益社団法人全国ビルメンテナンス協会 URL：http://www.j-bma.or.jp/archives/184（参照日2019年



















図表 3-5 法人等及び公共の非住宅建築物の延べ床面積 
項目 延べ床面積(㎡)1 
法人等の非住宅建築物 [推計値 2017年 1月 1日現在] 1,981,580,000 



































市町村数（2018年 10月 1日時点） 1,741団体 






民間事業者の立場で考えた場合、維持管理業務の市場の 4 分の 1 を占める公共の領域におい
て、すでに割いているリソースをもって包括施設管理委託といった新たな事業拡大の手法に望む
余地があることが説明できる。また、前述の 2016年度のビルメンテナンス業の 1事業場あたり従業





























総務省[2017]の「平成 29 年地方公務員給与実態調査結果等の概要」では、2017 度の地方公共
団体の一般行政職の平均給与月額は 363,448 円(年額換算 4,361,376 円)であり、内訳が平均給
































年 1 月 1 日以降の退職)」に則り、平均給料月額 319,492 円に勤続 20 年の自己都合の場合の支
給率 19.6695 を乗じると 6,284,247 円であり、その他調整額加算の要素があることを考えると、シミ
ュレーション結果をモデル試算の基礎数値とする精度は十分であると考えられる。 
したがって、本稿の試算においては、退職手当引当金の基礎数値 4を 6,655,500円とする 
・ 賞与・賞与引当金 
本稿のモデル試算では、賞与は、人事院[2018]の「給与勧告の骨子」に基づき、期末・勤勉手当
を 4.45 月分 [11]で算出する。また、賞与引当金は、新地方公会計制度で用いられる算定方法に






則り、期末・勤勉手当のうち当該事業年度の負担に属する支給対象期間相当分として 12 月から 3
月の 4 ヶ月分を算出する。この条件設定で、地方公務員給与実態調査の平均給料月額 319,492





図表 4-1 一般行政職一人当たりの年額モデル（平均年齢 42.3才、20年勤務） 
項目 年額 
1 給与 4,361,376円 
2 退職手当引当金 6,655,500円 
3 賞与引当金 1,895,653 円 























図表 4-2 維持管理業務直営コストモデル 
項目 年額 
維持管理業務直営コストモデル 1,902,979,258円 
自治体 根本[2018]ケース 1,412,817,000円 





















図表 4-3 民間実施コストと維持管理業務直営コストモデルの比較 
項目 年額 削減率 
維持管理業務直営コストモデル 1,902,979,258円 75.9％ 
自治体 根本[2018]ケース 1,412,817,000円 67.5％ 
自治体 南[2016]ケース 1,376,067,000円 66.6％ 
（参考） 
平均給与ベース 642,756,223円 28.6％ 
平均給料ベース 565,020,226円 18.8％ 
民間実施コスト 458,933,475円 -  
著者作成 
                                              
5 年齢 30〜50歳程度の常勤従業員、「設備管理」は電気主任技術者の資格を有する男子従業員

























                                              
6 サンプル数は 663 とされている。 
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5.2 一般的な VFMの概念と課題 
内閣府は、VFM（Value For Money）について、PFI事業における最も重要な概念の一つで、支払
い(Money)に対して最も価値の高いサービス(Value)を供給するという考え方としており、実務上の
指針の一つである「VFM（Value For Money）に関するガイドライン」（2001年 7月 27日）を発出し、































言うまでもない。包括施設管理委託において、高い Value を求めない VFM 評価に意味はない。
Money の効果のみを求めるのであれば、従来の維持管理業務を一般競争入札すればよいことに
なるからである。 





西尾市方式 PFI 事業は、160 以上の施設をバンドリングし新設・改修・維持管理行うもので、その
中には「包括マネジメント事業」として 160 施設の包括施設管理委託も含まれている。特別目的会
社と契約締結し事業が進められていたが、事業全面見直しを公約に掲げた市長が当選し、事業の

















































しかしながら、維持管理業務を包括発注したことにより、新たに発生した業務が存在する。平成 29年 3月 30







































5.3.2 維持管理業務 PSC 




5.3.3 維持管理業務 LCC 
第 4章の民間実施コストモデル 458,933,475円を参考とするほか、公益社団法人全国ビルメンテ
ナンス協会[2007]による利益構成率を用い、維持管理業務の LCCを算定する。 












直接人件費 52.70% (70.1%) 458,933,475円 
間接人件費 8.70% (11.6%) 75,763,211円 
外注費 19.80% (  -  ) - 
材料費 5.10% (  -  ) - 
一般管理費・販売費 11.00% (14.6%) 95,792,566円 
 34 
営業利益 2.80%（3.72%） 24,383,562円 
計  維持管理業務 LCC 654,872,814円 
著者作成 






























スの債務負担行為の額に言及している（平成 30年第 2回東大和市議会定例会会議録第 9号）。 
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や簡易な建具調整などが主である。流山市 10でも月 1回の頻度で、45施設を対象としている。 
こうした現状から、巡回点検に必要な配置人員を専従 1人と仮置きすると、前述の民間実施コスト
が近似条件の平均給料ベースで地方公共団体に比べ 18％程度低いコストであったことから逆算し、
巡回点検 PSC を一般行政職一人当たりの年額モデル 12,912,529 円、そこから 18％減じた
10,588,274円を巡回点検 LCC と考えることができ、本稿の巡回点検 PSC及び LCCはこれらを用
いることとする。 
なお、根本[2018]の研究により巡回点検の経費が明らかにされている我孫子市の事例では、巡




一月あたり巡回可能施設数は、自治体ABC（Activity-Based Costing） [2] [3]の手法を用い、1施
設あたりにかかる巡回点検の所要時間（民間事業者の営業日時を一般的な一日8時間・月20日、
巡回点検の頻度を月 1回に条件設定）から算定すると図表 5-2のとおりになる。 
図表 5-2 一月あたり巡回可能施設数 
活動項目 類型 1 類型 2 類型 3 類型 4 
1施設あたり所要時間（単位：時間） 2.75 2.75 2.25 3.25 
  移動（単位：時間） 0.50 1.00 0.50 1.00 
  軽微な補修を含む点検（単位：時間） 1.00 0.50 0.50 1.00 
  施設担当の行政職員へのヒアリング、助言（単位：時間） 0.25 0.25 0.25 0.25 
  不具合対応等の検討（単位：時間） 0.50 0.50 0.50 0.50 
  報告書作成（単位：時間） 0.25 0.25 0.25 0.25 
  報告書確認・稟議（単位：時間） 0.25 0.25 0.25 0.25 





1 時間を上限とした場合、4類型となり、1施設あたり所要時間は 2.25 時間、2.75時間、3.25 時間
の 3種類になる。 
一日の稼働時間 8時間を 1 施設あたり所要時間で除し、月 20 営業日を乗じた場合、月あたり巡
回可能施設数は、営業時間の端数切り捨てから、40施設と 60施設の 2種類になる。56施設で巡









された我孫子市の巡回点検の 1施設あたり経費 101,000円に、巡回可能施設数 60施設を乗じて
得た数値を我孫子市ベースの巡回点検 LCC とし、本稿の巡回点検 LCC と比較し、その差につい
て考えてみたい。巡回点検 PSC と LCCの類型を一覧にすると図表 5-3のとおりである。 
図表 5-3 巡回点検 PSC と LCCの比較 
（巡回点検可能施設数を 60施設、専従 1人と仮定） 年額 
巡回点検 PSC11 （一般行政職一人当たりの年額モデル） 12,912,529円 
巡回点検 LCC （巡回点検 PSC比▲18％） 10,588,274円 




にしていることが大きい。図表 5-4 によれば、PFI 事業の最終 VFM が 30％以上となった事業が 3
分の 1 を占め、そのうち半分は 40％を超える結果を踏まえれば、我孫子市ベースとの差異は生じ
て当然である。 
図表 5-4 最終 VFMの概況 
 
出典：内閣府 URL：https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/kiso/kiso13_01.html（参照日 2019年 1月
7日） 
我孫子市ベースとの差異を生じさせる背景には、主に次に掲げたようなことがあり、これによりコス
ト効果が巡回点検 LCC より高まっていると考えられる。 
                                              

























本稿における緊急対応窓口設置 PSC は、次に掲げる条件設定により算定し、11,044,500 円とし、
VFMモデルを提示する際に緊急対応窓口設置 Value として取り扱う。 
・ 臨時職員による対応とする 
・ 臨時職員 1名の年間稼働は最大で 1,860時間（任用上限 7.5時間/日、20日/月）とする 
・ 24時間 365日（8,760時間）対応に必要な人員は 5人とする 
・ 時間単価・期末手当の算定基礎数値は町田市の例 12にならい、臨時職員一人当たり経費を
2,208,900円（給与 1,822,800円＋期末手当 386,100円）とする 
・ （1,822,800円＋386,100円）×5人で求める 
                                              












て中短期修繕計画作成 LCC とする。 












































 十分に削減が可能 2者 
 小規模だが削減が可能 6者 
 変わらない 4者 
 コスト増となる 6者 











                                              
13 2016年 9月 9日明石市「複数施設の包括管理業務委託の事業化に係る対話型市場調査(アン
ケート・ヒアリング)の結果について」 


















年額 14,256,000 円 18、東村山市が 18,792,000 円 19である。また、明石市の統括マネジメント経費
は人件費を含めたコスト削減で相殺 20されていることを踏まえると、24,000,000 円程度（2018 年度
当初予算時のコスト削減見込み）21と推計される。 
人員数については、明石市で、民間事業者の人員が統括責任者を中心に 5人が配置 22されてい
                                              
15 2018年 2月 8日筑西市「公共施設包括管理業務委託の実施に向けた対話型市場調査の結果
について」 
16 2018年 3月 30日東大和市「包括施設管理委託の実施に向けた公募型市場調査(サウンディン
グ)の結果」 
17 2018年 7月 19日沼田市「包括施設管理業務導入を視野に入れたTERRACE沼田施設管理業
務に係るサウンディング型市場調査の結果について」 
18 2018年 3月「西尾市方式 PFI事業 検証報告書・見直し方針」より 










21 明石市が、2018年 1月 26日に行った新年度予算編成状況説明会での資料 3「新年度の重点
的な取り組みと各局・部の主要事業(案)」で掲載している効果額に基づく。なお、明石市の 2018年
8月 22日の第 1回財政健全化推進市民会議 資料 2では「包括化によるコスト削減 約 4,800万
円」とされているが、これは決算ベースでの人員削減が含まれていると考えられ、本稿での LCC算
定等とは条件が合わないため、この額は参考にしない。 
















ている図表 5-6、図表 5-7 に詳しいが、広義のプロパティマネジメント（オーナーフォロー）とされて
いる業務の考え方及び業務の分類のうち「管理業務の統括」、「オーナーサポート業務」「業績報
告」「その他」の業務が、包括施設管理委託の統括マネジメント業務に近似していると考えられる。 
                                                                                                                                    
スタッフによる管理体制」を整えていると日本管財は説明している。 
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図表 5-6 プロパティマネジメント業務と推進体制 
  
出典：板谷・小松[2009] 
図表 5-7 プロパティマネジメント業務の分類と標準的な内容 
 
出典：板谷・小松[2009] 
これら近似業務の業務量は、松岡・小松・板谷・秋元・日向[2008]による図表 5-8、図表 5-9 によ
れば、全体に対して 9％程度、一日一人当たりの業務時間に対して 11％程度である。調査は、従
事者 77人 315物件を対象に行われている。 
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図表 5-8 プロパティマネジメント：会社内全体業務内訳 
  
出典：松岡・小松・板谷・秋元・日向[2008] 
図表 5-9 プロパティマネジメント：1日 1人あたりの業務量 





5.3.10.3 統括マネジメント業務 LCC 
統括マネジメント業務 LCC は、前述までの情報を参考に、図表 5-10 のとおり基礎数値を設定し
た上で算定を行い 19,247,821円とする。 







[D]従業 1人当たり平均物件数（315物件/77人） 4.1件 
[E]従業 1人当たり・1物件当たり１万㎡あたりオーナーフォロー業務報酬年額（B*C/D） 555,913円 
統括マネジメント業務 LCC（A/１万㎡*E） 19,247,821円 
著者作成 
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5.3.10.4 統括マネジメント業務 PSC 





図表 5-11 一般行政職人件費モデルの 1時間当たり・1分当たり単価 
項目 年額 1時間当たり単価 （参考）1分当たり単価 
一般行政職員人件費モデル 12,912,529円 7,018円 117円 
（参考） 
根本[2018]の例 9,611,000円 5,223円 85円 
南 [2016]の例 9,361,000円 5,088円 85円 






これらを参考に図表 5-12のとおり算定すると統括マネジメント業務 PSCは 50,968,598円となる。
統括マネジメント業務 PSC と根本・南の例のいずれも統括マネジメント業務 LCCを上回った。 
図表 5-12 統括マネジメント業務 PSC算定基礎数値等 
項目 数値 
[A] 一般行政職人件費モデルの 1時間当たり単価 7,018円 
[B] 1団体あたりの非住宅建築物面積 346,238㎡ 
一般行政職員人件費モデルの 1時間当たり単価 7,018円 
[C] １万㎡あたり年間プロパティマネジメント業務量 860時間 
[D] 従業 1人あたり平均物件数 4.1件 



































約事務簡素化 Valueは 56,054700円とする。 
 
5.3.12 包括施設管理委託 VFMモデル 
前述までの測定をまとめると包括施設管理委託 VFMモデルは図表 5-14のとおりとなる。 
図表 5-14 包括施設管理委託 VFM と測定項目 
項目 
PSC PPP-LCC VFM 
測定額（円） 構成 測定額（円） 構成 効果額（円） 削減率 構成 
維持管理業務 1,902,979,258 96.2% 654,872,814 95.6% 1,248,106,444 65.6% 92.5% 
Value ① 
巡回点検 12,912,529 0.7% 10,588,274 1.5% 2,324,255 18.0% 0.2% 
緊急対応窓
口設置 
11,044,500 0.6% - - 11,044,500 100.0% 0.8% 
中短期修繕
計画作成 
230,000 0.0% 230,000 0.0% 0 - - 
施設管理協
議会開催 





230,000 0.0% 230,000 0.0% 0 - - 
統括マネジ
メント業務 




- - - - 56,054,700 - 4.2% 
計 1,978,364,885 100.0% 685,168,909 100% 1,349,250,676 68.2% 100.0% 
著者作成 
図表 5-14では、付加価値サービスについて、便宜的にValue①とValue②で分類し、行政の内部
手続きにより生じる契約事務簡素化 Value と内訳を明確化している。また、契約事務簡素化 Value





託料が LCC を上回ることがあっても、PSC を上回ることはあり得ない。民間事業者が効率的・効果
的に実施できる場合に可能とされている民間委託自体の合理性、妥当性が説明できないためであ
る。従って、分離・分割発注を主とした従来の委託と包括施設管理委託のどちらも維持管理業務
PSC に比べ効率性を発揮していると言える。ただし、このモデルの維持管理業務 PSC だけでは、
分離・分割発注を主とした従来の委託と包括施設管理委託のどちらに効率性があるかまでの判断
はできない。 


















5.4 包括施設管理委託の Value構造 
5.4.1 非可視領域から可視領域へ転換される Value 
先の包括施設管理委託 VFM の測定の経過と結果を基に包括施設管理委託の Value の構造を
整理して示すと図表 5-15のとおりとなる。 
図表 5-15 公の場合の Value構造 
 
著者作成 














適切に包括施設管理委託の Value を測定するためには、可視と非可視の領域、Money と Value
の領域、二つの領域において転換が行われることが不可欠であり、それを成すためには、維持管
理業務の民間委託経費と紛うことなく、直営経費を PSCに置くことが不可欠なのである。 
なお、民の立場から見た場合の包括施設管理委託の Value 構造も見てみると図表 5-16のように
なる。 

































































確認し、先に示した民の包括施設管理委託の Value 構造において非可視領域にある Value；CSV
の概念を明らかにしていくこととしたい。 
 





















































































図表 6-1 包括施設管理委託の Value;CSV 







































































































































































































・ 移動：  自動走行、データ活用による交通量管理・駐車管理など 
・ 物流：  自動配送、ドローン配達など 
・ 支払い：  キャッシュレスなど 
・ 行政：  ワンスオンリーなど 
                                              
23 Xプライズ財団の CEOであるピーター・H・ディアマンティス（Peter H. Diamandis）氏が提唱した
フレームワークである。 
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・ 医療・介護：  AIホスピタル、データ活用、オンライン(遠隔)診療・医薬品配達など 
・ 教育：  AI活用、遠隔教育など 
・ エネルギー・水： データ活用によるスマートシステムなど 
・ 環境・ゴミ：  データ活用によるスマートシステムなど 
・ 防災:  緊急時の自立エネルギー供給、防災システムなど 






















































例えば SLA（Service Level Agreement）の設定、イギリスの Best Value Performance Indicator、
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